
第 ５ 号 議 案 

令和６年度長崎市下水道事業会計補正予算（第２号） 
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第１条 令和６年度長崎市下水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定める

ところによる。 

第２条 令和６年度長崎市下水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条

に定めた業務の予定量のうち、（４）主要な建設改良事業の一部を次のとお

り補正する。 

区 分         
業 務 量 

補 正 前 補 正 後 

（４）主 要 な 建 設 改 良 事 業           

公 共 下 水 道 建 設 事 業 

千円 

1,648,499 

千円 

2,629,436 
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第３条 予算第４条本文かっこ書を「（資本的収入額が資本的支出額に対し不足す

る額 3,481,779 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 85,075

千円、損益勘定留保資金 2,304,004 千円及び減債積立金 1,092,700 千円で補て

んするものとする。）」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補

正する。 

収 入 

科    目 
既決予定額 

（千円） 

補正予定額 

（千円） 

計 

（千円） 

第１款 資 本 的 収 入         

第１項 企 業 債 

第２項 出 資 金 

第３項 受益者負担金・分担金 

第４項 工 事 負 担 金 

第５項 補 助 金 

第６項 補 償 金 

第７項 貸 付 金 償 還 金 

第８項 固 定 資 産 売 却 代 金 

4,611,019 

1,404,900 

2,045,114 

9,327 

34,805 

825,983 

114,821 

17,332 

158,737 

895,340 

405,400 

－ 

－ 

－ 

489,940 

－ 

－ 

－ 

5,506,359 

1,810,300 

2,045,114 

9,327 

34,805 

1,315,923 

114,821 

17,332 

158,737 

支 出 

科    目 
既決予定額 

（千円） 

補正予定額 

（千円） 

計 

（千円） 

第１款 資 本 的 支 出         

第１項 建 設 改 良 費 

第２項 企 業 債 償 還 金 

第３項 投 資 

8,007,201 

2,129,103 

5,812,932 

65,166 

980,937 

980,937 

－ 

－ 

8,988,138 

3,110,040 

5,812,932 

65,166 
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第４条 予算第７条企業債の表中、起債の限度額を次のとおり補正する。 

起 債 の 目 的        
限 度 額 

起債の方法 利 率    償還の方法 
補 正 前 補 正 後 

 

下水道建設事業費 

 

 

下 水 道 事 業 債 

（特別措置分） 

 

 

 

千円 

921,700 

 

 

539,700 

 

 

 

 

 

千円 

1,327,100 

 

 

539,700 

 

 

 

 

普通貸借又は

証券発行 

 

 

 

年利 5.0％

以内 

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる資金

について、

利率の見直

しを行った

後において

は、当該見

直し後の利

率） 

 

借入先の融

資条件又は協

定による。 

ただし、財

政の都合によ

り据置期間及

び償還年限を

短縮し、又は

繰上償還若し

くは低利に借

換えをするこ

とができる。 

 

                                 令和７年１月２３日提出 

                   長崎市長   鈴  木  史  朗 

   理 由 

 国の１次補正に伴う国庫補助事業費その他について予算の補正を必要とするの

で、地方自治法第２１８条第１項の規定により、この議案を提出する。 

「参 照」 

   地方自治法 

第２１８条第１項 普通地方公共団体の長は、予算の調製後に生じた事由に基づ

いて、既定の予算に追加その他の変更を加える必要が生じたときは、補正予算

を調製し、これを議会に提出することができる。 
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既決予定額 補正予定額 計

（千円） （千円） （千円）

1 4,611,019 895,340 5,506,359

1 1,404,900 405,400 1,810,300

1 1,404,900 405,400 1,810,300

2 2,045,114 － 2,045,114

1 2,045,114 － 2,045,114

3 9,327 － 9,327

1 9,327 － 9,327

4 34,805 － 34,805

1 5,905 － 5,905

2 28,900 － 28,900

5 825,983 489,940 1,315,923

1 825,983 489,940 1,315,923

6 114,821 － 114,821

1 114,821 － 114,821

7 17,332 － 17,332

1 17,332 － 17,332

8 158,737 － 158,737

1 158,737 － 158,737

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収            入

款    項    目 備 考

資 本 的 収 入

企 業 債

企 業 債

出 資 金

他 会 計 出 資 金

受益者負担金・分担金

受益者負担金・分担金

工 事 負 担 金

他 会 計 負 担 金

そ の 他 負 担 金

補 助 金

国 庫 補 助 金

貸 付 金 償 還 金

固定資産売却代金

固 定 資 産 売 却 代 金

補 償 金

補 償 金

貸 付 金 償 還 金

水 洗 便 所 改 築 資 金

令 和 ６ 年 度 長 崎 市 下 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画
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既決予定額 補正予定額 計

（千円） （千円） （千円）

1 8,007,201 980,937 8,988,138

1 2,129,103 980,937 3,110,040

1 507,651 42,000 549,651

2 44,937 － 44,937

3 2,070 － 2,070

4 5,386 － 5,386

5  3,435 － 3,435

6 1,140,848 938,937 2,079,785

7 61,580 － 61,580

8  5,159 － 5,159

9 248,789 － 248,789

10  49,661 － 49,661

11 54,616 － 54,616

12 4,971 － 4,971

2 5,812,932 － 5,812,932

1 5,812,932 － 5,812,932

3 65,166 － 65,166

1 15,166 － 15,166

2 50,000 － 50,000

単 独 漁 業 集 落 排 水

施 設 建 設 事 業 費

支            出

款    項    目 備 考

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

単 独 公 共 下 水 道

建 設 事 業 費

単 独 公 共 下 水 道

雨 水 建 設 事 業 費

補 助 公 共 下 水 道

建 設 事 業 費

補 助 特 定 環 境 保 全

単 独 特 定 環 境 保 全

公 共 下 水 道 事 業 費

単 独 農 業 集 落 排 水

施 設 建 設 事 業 費

企 業 債 償 還 金

投 資

公 共 下 水 道 事 業 費

補 助 農 業 集 落 排 水

施 設 建 設 事 業 費

汚 水 改 良 事 業 費

リ ー ス 債 務 支 払 額

長 期 貸 付 金

投資有価証券購入費

新市庁舎建設事業費

営 業 設 備 費

企 業 債 償 還 金
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１

イ 13,103,490

ロ 8,183,603

△ 4,066,379 4,117,224

ハ 215,084,859

△ 86,486,885 128,597,974

ニ 40,600,473

△ 27,284,366 13,316,107

ホ 14,258

△ 11,188 3,070

へ 179,965

△ 148,692 31,273

ト 22,102

△ 11,039 11,063

チ 4,590,780

163,770,981

イ 877,521

ロ 102,540

ハ 55,762

1,035,823

イ 71,081

ロ 18,365

ハ 450,000

539,446

165,346,250

２

13,674,319

697,020

△ 4,409 692,611

39,709

14,406,639

179,752,889

機 械 及 び 装 置

ソ フ ト ウ ェ ア

（２）

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産 合 計

車 両 運 搬 具

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

令和６年度長崎市下水道事業予定貸借対照表
（令和７年３月３１日）

資    産    の    部

減 価 償 却 累 計 額

（単位：千円）

（１）

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

構 築 物

土 地

建 物

減 価 償 却 累 計 額

（３）

投資その他の資産合計

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工具、器具及び備品

出 資 金

無 形 固 定 資 産

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産（３）

貯 蔵 品

長 期 貸 付 金

施 設 利 用 権

資 産 合 計

未 収 金

流 動 資 産 合 計

流 動 資 産

（１） 現 金 ・ 預 金

（２）

貸 倒 引 当 金
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３

イ
47,884,694

47,884,694

7,690

イ 515,277

515,277

48,407,661

４

イ
5,698,558

5,698,558

4,478

557,938

イ 44,216

ロ 10,504

54,720

20,170

6,335,864

５

100,422,189

△ 45,866,858

54,555,331

109,298,856

６ 68,733,311

７

イ 88,398

ロ 47,275

135,673

 
イ

1,585,049
1,585,049

1,720,722

70,454,033

179,752,889

負    債    の    部

（５） 預 り 金

負 債 合 計

繰 延 収 益

（１） 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

に充てるための企業債

に充てるための企業債

固 定 負 債

（１） 企 業 債
建設改良費等の財源

企 業 債 合 計

（２） リ ー ス 債 務

（３） 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

引 当 金 合 計

（３） 未 払 金

建設改良費等の財源

企 業 債 合 計

（２） リ ー ス 債 務

賞 与 引 当 金

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

流 動 負 債

（１）

引 当 金（４）

法 定 福 利 費 引 当 金

受 贈 財 産 評 価 額

補 助 金

資 本 金

資    本    の    部

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

資 本 剰 余 金

負 債 資 本 合 計

当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

（２） 利 益 剰 余 金

剰 余 金

（１）
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（単位：千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 859,637

減価償却費 6,133,579

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 10,146

賞与引当金等の増減額（△は減少） 4,692

退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 42,004

長期前受金戻入額 △ 2,289,290

受取利息 △ 3,407

支払利息 692,307

有形固定資産売却損益（△は益） △ 1

有形固定資産除却損 36,727

未収金の増減額（△は増加） 133,982

未払金の増減額（△は減少） △ 542,071

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 12,321

その他負債の増減額（△は減少） △ 105,716

小計 4,855,968

利息の受取額 3,407

利息の支払額 △ 692,307

業務活動によるキャッシュ・フロー 4,167,068

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 4,962,241

有形固定資産の売却による収入 158,738

無形固定資産の取得による支出 △ 45,146

国庫補助金等による収入 2,045,131

投資による支出 △ 65,166

投資による収入 31,954

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 2,836,730

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 2,669,100

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 5,786,980

一般会計からの出資による収入 2,083,656

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △ 4,971

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,039,195

資金増加額（又は減少額） 291,143

資金期首残高 13,383,176

資金期末残高 13,674,319

令和６年度長崎市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）
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注記 

Ⅰ 重要な会計方針に関する注記 

平成２６年度から、改正後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を 

作成している。 

 １ 資産の評価基準及び評価方法 

  (１) 有価証券の評価基準及び評価方法 

    ・満期保有目的債券 償却原価法（定額法） 

  (２) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

    ・貯蔵品 移動平均法による原価法 

 ２ 固定資産の減価償却の方法 

  (１) 有形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法 定額法 

    ・主な耐用年数 

     建物        １０年～５０年 

     構築物       １０年～５０年 

     機械及び装置     ６年～３０年 

     車両運搬具      ４年～ ５年 

     工具、器具及び備品  ４年～１５年 

(２) 無形固定資産（リース資産を除く。） 

    ・減価償却の方法 定額法 

    ・耐用年数 

施設利用権     ５０年 

     ソフトウェア     ５年 

  (３) リース資産 

    ・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     自己所有の固定資産に適用する減価償却と同一の方法による。 

    ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 

 ３ 引当金の計上方法 

  (１) 退職給付引当金 

     職員の退職給付の支給に備えるため、当年度末における職員に対する退職

手当の要支給額を計上することとしている。 

  (２) 賞与引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給

見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上することとしている。 
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  (３) 法定福利費引当金 

     職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年

度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上すること

としている。 

  (４) 貸倒引当金 

     債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上することとしている。 

 ４ 消費税及び地方消費税の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。なお、控除対象

外消費税等については、当年度の費用として処理している。ただし、固定資産に

係る控除対象外消費税については、長期前受金と相殺減額することとしている。 

 

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   予定貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む。）

のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 31,614,119 千円である。 

２ 引当金の取り崩し 

  (１)  退職給付引当金 

当年度において、退職手当として 60,417 千円を支給するため、退職給付

引当金 60,417 千円を取り崩すこととしている。 

  (２)  賞与引当金 

当年度において、期末手当及び勤勉手当として 140,235 千円を支給するた

め、賞与引当金 41,602 千円を取り崩すこととしている。 

  (３)  法定福利費引当金 

当年度において、期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費として 28,190

千円を支出するため、法定福利費引当金 8,426 千円を取り崩すこととしてい

る。 

  (４)  貸倒引当金 

当年度において、債権の不納欠損による損失に充てるため、貸倒引当金

7,400 千円を取り崩すこととしている。 
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Ⅲ セグメント情報に関する注記 

 １ 報告セグメントの概要 

   長崎市下水道事業会計は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農

業集落排水事業及び漁業集落排水事業を運営していることから、これら４つを

報告セグメントとしている。 

   なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

事 業 区 分 事 業 の 内 容 

公共下水道事業 公共下水道区域における下水の排除又は処理 

特定環境保全公共下水道事業 
特定環境保全公共下水道区域における下水の

排除又は処理 

農業集落排水事業 
農業集落排水事業区域における下水の排除又

は処理 

漁業集落排水事業 
漁業集落排水事業区域における下水の排除又

は処理 
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２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度（自 令和６年４月１日 至 令和７年３月３１日） 

（単位：千円） 

 
公 共 下 水 道 

事 業 

特定環境保全 

公共下水道事業 

農 業 集 落 

排 水 事 業 

漁 業 集 落 

排 水 事 業 
合 計 

営業収益 8,490,511 269,652 340,869 132,742 9,233,774 

営業費用 9,665,669 248,568 252,075 160,760 10,327,072 

営業損益 △1,175,158 21,084 88,794 △28,018 △1,093,298 

経常損益 677,159 92,526 117,694 5,400 892,779 

セグメント資産 165,575,643 8,021,520 4,404,532 1,751,194 179,752,889 

セグメント負債 101,661,112 3,901,242 2,704,463 1,032,039 109,298,856 

その他の項目      

他会計繰入金 1,561,606 189,727 295,059 97,552 2,143,944 

減価償却費 5,701,978 206,124 156,047 69,430 6,133,579 

特別利益 1,324 － 2 2 1,328 

特別損失 28,075 － 4,208 1,187 33,470 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
4,511,543 57,862 21,967 3,122 4,594,494 

 

Ⅳ リース取引の処理方法 

リース料総額が 3,000 千円を超えるファイナンス・リース取引については、通常

の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

リース料総額が 3,000 千円以下のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 
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